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アチェ復興は Build Back Better を実現できたのか 

－ムラクサ郡 4 村落と移転団地 2 地区における住民ヒアリング調査結果から－ 
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 “Build Back Better（ビルド・バック・ベター）”が仙台防災枠組の優先行動の一つとして採択され、国内外

の復興で「災害前と同じ脆弱性は再現しないこと」が求められるようになった。この言葉が最初に使われたの

は 2004 年インド洋津波後のアチェ復興と言われているが、アチェ復興が果たして最新のビルド・バック・ベタ

ーの定義に照らして成功したといえるのか論考を試みた。復興プロセスにおける住民自治状況や経済及び人口

回復といった観点から概観した結果、「社会・経済的な脆弱性」の低減は認められた。しかし、バンダ・アチェ

市沿岸部 4 村落及び移転団地 2 地区の住民ヒアリング調査の結果に基づき、沿岸部及び移転団地の主に住民来

歴及び定住意思を検証した結果、「物理的な脆弱性」の再現を防いだとは評価できなかった。特に、移転団地は

高い災害安全性にもかかわらず沿岸部よりも定住意思が低く、津波の長周期性にも関わらず中長期的に定住化

は進まないことが予想される。 

 

キーワード：ビルド・バック・ベター、仙台防災枠組、脆弱性、住民移転、定住意思 

Keyword: Build Back Better, SFDRR, Vulnerability, Relocation, Willingness for permanent settlement 
 

 

１  はじめに 

1.1 研究の背景と目的 

 かつて抽象的かつ漠然とした共通復興理念

であった“ Build Back Better（ビルド・バッ

ク・ベター。以下「 BBB」という）”が、仙台

防災枠組の優先行動の一つとして採択され、

「災害の復旧・再建・復興は、より良い復興

を行う重要な機会」 1)として国際的な共通理

解が形成されたことは第三回国連防災世界会

議の最大の成果の一つであった。BBBの国際的

な定義 2)としては、災害前と同じ脆弱性は再

現しないこと、防災を通常の開発手法の中に

組み込むこと、国家及びコミュニティを災害

に対して強靭化すること並びに生活、環境及

び生計条件を改善することとされている。 

 BBB については、第三回国連防災世界会議

に至るまで多様な定義がなされてきたが、最

初に BBBが国際的に使われたのは 2004年イン

ド洋津波後のアチェ復興と言われている 3)。

では、アチェ復興は、現在の仙台防災枠組で

の定義に基づく BBB の観点で成功したといえ

るのか、特に脆弱性の再現を防ぐための復興

が行われたのかを本稿で検証したい。なお脆

弱性には大きくは「物理的な脆弱性」と「社

会・経済的な脆弱性」があり (1)、本論ではこ

の両方の視点から復興政策上の BBB の成否を

論じることとする。 

 関連する先行研究として、アチェ復興と BBB

の関係については、柳沢らはアチェ復興の成

果を人口、 GRDP、社会資本・インフラなどの

見地から社会・経済的な視点での評価を行っ

ている 4)。物理的な脆弱性や防災の観点から

検証したものとしては、松丸らは、バンダ・

アチェ市沿岸部の避難道路ネットワーク及び

再定住地（本稿では移転団地とよぶ）の交通

利便を検証している 5)。 

 アチェ復興市街地に関する研究はいくつか

見られるが、現地再建地区を対象に来歴を調

査したものとして、牧らは 2005年 8月から2007

年 8月まで聞き取り調査を行って現地再建と
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再定住地形成過程などを調査し、特に郊外再

定住地に被災時に借家人であったインフォー

マルセクター従事者が多いことを指摘しその

後定住が進むのかどうかが課題としている 6)。

また、樋脇らは、再定住地を中心としたアン

ケート調査を行って、職業、村の設備、近隣

付き合い、職場・公共施設へのアクセスが定

住意思の高い再定住地の条件であり、特に職

業が重要としている 7)。ハイルルフダらは、

本稿と同様にパンテリエック（ Pante Riek）

及びヌフン（ Neuheun）再定住地の 2008年 12

月から2012年 12月にわたり入居者履歴等を確

認し、仕事の再建、コミュニティ形成、恒久

住宅への定住意思などの観点で比較考察を行

っている 8)。特にベチャ、ワルン、行商人な

どのインフォーマルセクター従事者は最も定

住に不利との考察を行っている。 

 そこで本研究では、スマトラ沖大地震・イ

ンド洋津波からの復興過程を文献、統計等か

ら概観することにより「社会・経済的な脆弱

性」の視点からまず確認する。次にバンダ・

アチェ市内沿岸部及び移転団地の戸別訪問ヒ

アリング調査結果に基づき住民来歴等を明ら

かにして「物理的な脆弱性」の視点で検証す

る。また、津波の長周期性を踏まえると、よ

り中長期的な住居移転の持続可能性が重要で

あるため、本稿では定住意思に着目してバン

ダ・アチェ市の将来災害への中長期的な災害

脆弱性について考察する。さらに、属性や地

区によって定住意思が異なる要因について検

証し、災害脆弱性を中長期的に持続可能な方

法で低減するための移転団地への定住促進策

についても考察することとする。 

1.2 研究の方法 

 スマトラ沖大地震・インド洋津波は、人類

史上最悪の被害をもたらした災害の一つであ

る。死者・行方不明者はインドネシア全国で

22 万人以上にのぼり（アチェ州だけで 16 万

人以上）、住宅全壊数及び住宅被害数も合計

33 万戸以上といわれている 9)。 

 本稿における「物理的な脆弱性」及び定住

意思の検証は、 2011 年 9 月から 2012 年 2 月

にかけて JICA がアチェ現地の調査機関に委

託して実施した「アチェ州ウレレ地区コミュ

ニティ復興現況調査」の結果をもとにしてい

る。当該調査では、沿岸部のアチェ州バンダ・

アチェ市ムラクサ郡 4 村落と市内外の移転団

地 2 地区であるバンダ・アチェ市ルンバタ郡

パンテリエック地区及びアチェ・ブサール県

ヌフン地区の戸別訪問ヒアリング調査（ラン

ダム・サンプリング）が行われている (2)。 

 
図 1 調査対象地区の位置関係  

出典：アチェ・ニアス復旧復興庁（BRR）市域図及び Google Earth を
もとに筆者作成  

表 1 ヒアリング調査対象地区の概要  
地区名  沿岸部（ムラ クサ郡 4 村落）  移転団地  

アルデア
トゥンゴ  
Alue Deah 
Teungoh 

ラムブン  
Lambung 

デアバロ  
Deah Baro 

デアグル
ンパン  
Deah 
Glumpang 

パンテリ
エック  
Pante 
Riek 

ヌフン  
Neuheun 

特徴  区画整理
なし。コ
ミュニテ
ィ・ビル
あり。  

区画整理
あり。コ
ミュニテ
ィ・ビル
あり。  

区画整理
なし。コ
ミュニテ
ィ・ビル
なし。  

区画整理
なし。コ
ミュニテ
ィ・ビル
あり。  

バンダ・
アチェ市
内の調整
池跡。  

市内から
17 キロ
離れた市
外高台。  

世帯数  
（ 2013）  

379 236 192 251 
約 700 約 600 

計 1058 
人口  
（ 2013）  

1105 581 556 899 - - 

調査サン
プル数 ( 3 )  

140 9 4 7 
30 30 

計 160 

 調査では、表 2 の調査項目について、イン

ドネシア語の調査票を用いて、インドネシア

人調査員がインドネシア語で各戸を訪問し、

各設問項目を説明しながらヒアリングした

（調査意図を統一するため最初の数十世帯は

筆者も調査員同行のうえ質問・聴取している）。

世帯収入、職業（主たる生計者）などの基礎

項目、津波時の住所及び 2011 年までの居住場

所、定住意思などを、一部は表 3 の選択式回

答内容に基づき聴取している。また、沿岸部

の現地再建者には土地権利確定等のためのヴ

ィレッジ・プラン 9)の住民協議への参加有無

も現地再建者にのみ確認している。  

表 2 調査項目（本稿に関係するもののみ）  
ヒアリング調 査項目  選択形式  

基礎項目  

氏名   
性別  ○  
年齢   
学歴  ○  
世帯収入（世 帯全体につ いて）  ○  
職業（世帯家 長について ）  ○  

住所  

現住所   
現住所に住み 始めた時期   
現住居の入手 方法  ○  
津波時の住所   
2004 年から 2011 年までの各 年の居 住場所   

住宅  
現在の住居の 権利形態  ○  
津波時の住居 の権利形態  ○  
現在の住宅満 足度  ○  

居住状態に
関する項目  

定住意思  ○  
利便性・立地  ○  
隣人・コミュ ニティ  ○  
災害リスク  ○  

住民協議  ヴィレッジ・ プラン住民 協議への 参 加有無  ○  
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表 3 選択式回答項目 
ヒアリング調 査項目  回答選択肢  

学歴  
なし、小学校 (SD）、中学 校 (SMP)、 高校 (SMA)、
短大 (S1)、大 学 (S2) 

世帯収入  

50 万 RP 以下、 50-100 万 RP、 100-150 万 RP、
150-200 万 RP、 200-300 万 RP、 300-400 万 RP、
400-500 万 RP、 500-600 万 RP、 600-700 万 RP、
700-800 万 RP`、 800 万以上  

職業  
農業、自営漁 業、被雇用 漁業、商 店 主、ワルン
（食べ物屋台）、会社員 、無職、学 生、公務員、
建設作業員、 自営業、そ の他  

現住居の入手 方法  

・津波で住宅 が破壊され て同じ場 所 に再建  
・津波で借家 が破壊され て移転  
・津波で持家 と土地が流 出して移 転  
・親や兄弟か ら土地を相 続  
（→津波時の 住所により 、現地再 建 （相続）ま
たは事後移転 ／移入（相 続）に分 類 ）  
・賃貸で入手  
・購入で入手  
・その他（具 体的に記載 ）  

現在の住居の 権利形態  
所有、賃貸、 寮、使用貸 借、両親 の 所有、兄弟
の所有、子供 の所有、そ の他（具 体 的に記載）  津波時の住居 の権利形

態  

現在の住宅満 足度  
設問：「現在の 住宅の満 足度は」  
選択肢：とても 満足 (4)、や や満足 (3)、中間 (2)、
やや不満 (1)、 とても不 満 (0) 

定住意思  
永住したい (2)、中間 (1)、（い つか）移住したい
(0) 

利便性・立地  設問：「 現在の住 宅について どのよう に評価する
か」  
選択肢：とても 満足 (4)、や や満足 (3)、中間 (2)、
やや不満 (1)、 とても不 満 (0) 

隣人・コミュ ニティ  

災害リスク  

ヴィレッジ・ プラン住
民協議への参 加有無  

有無（現地再 建世帯のみ ）  

 

２  調査対象地区の被災と復興の概要 

2.1 バンダ・アチェ市の復興プロセス概観 

バンダ・アチェ市は、震災による死者・行

方不明者は 6 万人以上に上り、2004 年の被災

前人口 239,146 人が 2005 年には 177,881 人と

なった 10)。 

 バンダ・アチェ市の復興マスタープランは、

BAPPENAS（国家開発企画庁）による Blue Print

に基づき策定されたが、 JICA（ (独)国際協力

機構）はその策定支援を実施した 11)。同マス

タープランでは当初沿岸 2 キロの範囲を一律

居住禁止とすることとしていたが、沿岸部に

はほぼ元通り恒久住宅が再建されている。 

 この点について牧らは、もともと沿岸地区

に住んでいた居住者は元の居住地に住めなく

なる前に居住地復興や住宅再建の既成事実を

作り上げて土地を守ろうとしたとしている 6)。

また、金子は、住民側の反発が著しかったこ

とから、 2005 年大統領令 30 号で村落毎の現

有秩序と自主判断を尊重する柔軟方針に転じ

たとしている 12)。 

 沿岸部での住宅再建については、元来土地

の登記がされていない土地が大半であり、多

くの土地が津波で流出したことから、ヴィレ

ッジ・プランと呼ばれる意思決定プロセスが

存在した。まず、土地区界確認のためのセル

フ・サポート・マッピングが第一段階で実施

され、さらに一部地区では区画整理の計画

（LC: Land Consolidasi）が第二段階として

実施されていた 6)。元来アチェでは 2001 年に

制定されたアチェ特別自治法で村落レベルの

自治権を高める一連の条例が施行されており、

津波後さらに慣習法強化や村長選挙方法に関

する条例が登場するなど 12)、住民自治の制度

基盤が継続的に整備されたことが影響してい

ると考えられる。 

 他方、沿岸浸水地域から高台等への移転に

ついては、土地が海面下に沈下したか居住不

能になってしまった世帯に限られることが

2005 年 12 月に一周年報告書で公表され 13)、

政令 2 号 2007 年の第 5 条で土地を津波で失っ

た地主には新たな移転先の土地が提供される

と規定された 14)。また、借家人／不法居住者

にも 2007 年 2 月に発令された改正政令 21 番

／ 2006 により恒久住宅取得の権利が認めら

れた 8)。 

 このように、やむを得ない世帯（土地が水

没または借家人）に移転を限定しつつ現地再

建中心のスピード重視の復興が進められ、震

災から 4 年後の 2008 年末までに 14 万戸もの

住宅再建を実現した 9)。バンダ・アチェ市の

人口はその後も順調に回復し下図のとおり被

災 10年後の 2014年には被災前以上となった。 

 
図 2 バンダ・アチェ市の人口変化  

出典： BPS Provinsi Aceh (Aceh Dalam Angka) 1 0 ) 

2.2 アチェ州の経済復興  

 津波以降の経済復興は、図 3 のとおり天然

ガス関連を除けば、震災直後から順調に成長

を続けてきた。 

 
図 3 アチェ州の実質域内 GDP 変化（ 2000 年価格）  

出典： BPS Provinsi Aceh (Aceh Dalam Angka) 1 0 )  

 インドネシア全国と比較した経済成長率で

見れば、図 4 のとおり 2005 年にいったん大き

く離されるもののその後はほぼインドネシア
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全国平均と変わらない成長率を維持している。 

 津波被災まで約 30 年間にも及ぶ内戦を経

験してきたアチェが 15)、スピードを重視した

復興により早期復興を達成し、活況に沸く全

国開発の波に乗り遅れなかったことは経済的

に大きな成果といえるであろう。  

 
図 4 アチェ州の実質経済成長率の変化  

出典： BPS Provinsi Aceh (Aceh Dalam Angka) 1 0 ) 

2.3 調査対象地区の復興プロセス概観 

 バンダ・アチェ市ムラクサ郡のアルデアト

ゥンゴ、デアバロ、デアグルンパン及びラム

ブンの 4 村落は、エビ等の養殖池とマングロ

ーブ林に囲まれた海岸道路沿いの住宅街であ

ったが、高さ 10 メートル以上の津波が押し寄

せ約 7 割の住民が犠牲となった。 

 
図 5 アルデアトゥンゴ村落のコミュニティ・ビル  

2008 年 3 月筆者撮影  

 
図 6 アルデアトゥンゴ村落の住宅  

2011 年 9 月筆者撮影  

 現地再建優先の住宅再建が着々と進められ

ていた 2006 年に、周辺住民の一次避難機能も

有するコミュニティ・ビルの建設が BRR によ

り計画され、当該 4 村落のうちデアバロを除

く 3 村落に日本政府支援により建設されるこ

とになり 2008 年 3 月に竣工した (4)。その後も

NGO や政府支援により沿岸部に住宅再建が進

められ人口は徐々に増加し、いずれの村落も

調査時点の 2011 年には、図 7 及び 8 のとおり、

被災当時の半数以上の人口を回復している。 

 
図 7 ムラクサ郡 4 村落の人口変化  

（津波発生の 2004 年を 100 としたとき）  
出典： BPS Provinsi Aceh (Aceh Dalam Angka) 1 0 ) 

 
図 8 ムラクサ郡 4 村落の人口  

出典： BPS Provinsi Aceh (Aceh Dalam Angka) 1 0 )  

 他方、土地が海面下に沈下したか居住不能

になってしまった世帯については移転が進め

られた。パンテリエック地区の移転団地（約

700 世帯）は、内陸 4 キロに位置し (5)、バイ

トゥルラフマンモスクやアチェ博物館など中

心エリアからも距離 2 キロほどに位置してお

り、台湾の仏教系団体（ブッダ・ツーチー）

の支援を受けて建設された。  

 
図 9 パンテリエック地区  

2011 年 9 月筆者撮影  

 アチェ・ブサール県ヌフン地区の移転団地

（約 600 世帯）は、市内から 17 キロ離れた沿

岸で内陸 1 キロほどの丘陵部にあり、中国赤

十字社と中華慈善総会の支援により建設され



事例研究                               日本災害復興学会論文集 No.10, 2017.1 

26 
 

た。  

 
図 10 ヌフン地区  
2011 年 9 月筆者撮影  

 

３  ヒアリング調査結果  

3.1 ヒアリング調査回答住民の来歴 

 表 4 は、ムラクサ郡 4 村落 160 世帯及び移

転団地 60 世帯の、津波時の住所及び現住居の

入手方法から割り出した来歴を示している。

沿岸部の“現地再建”は、津波時に同じ地区

内に居住していた現地再建者で、さらにヴィ

レッジ・プラン協議への参加有無を“協議参

加”又は“参加なし”で分類している。沿岸

部の“事後移入”は津波時に別の場所に居住

していたが、現地再建された住宅に後に移入

してきた世帯である。移転団地の“移転”は、

移転団地の開設当初に最初の住人として入居

した世帯を表し、“事後移転”は後に住居を入

手して移転してきた世帯である。 
表 4 ヒアリング調査回答住民の来歴 (全体）  

津波時の
住所  
(2004 年 ) 

沿岸部  移転団地  

全体  現地再建  
事後  
移入  

合計  
パンテリエッ ク  ヌフン  

協議  
参加  

参加  
なし  

移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  

地区内  62 36 0 98       98 

市内区外    25 25 24 4 28 19 4 23 76 

市外州内    22 22 1 1 2 5 2 7 31 

州外    15 15 0 0 0 0 0 0 15 

合計  62 36 62 160 25 5 30 24 6 30 220 

注 1：実際に は地名（県 ／市、デ サ ／ガンポンな ど）を聞き 取ってい
る が 、 集 計 分 類 と し て 、 現 住 所 と 同じ 地 区 で あ れ ば “ 地 区 内 ”、 バ ン
ダ ・ ア チ ェ 市 内 の 別 地 区 は “ 市 内 区外 ”、 市 外 で ア チ ェ 州 内 は “ 市 外
州内”、アチェ 州外は“ 州外”とし た。  
注 2：斜線セ ルは、現地 再建は元 地 での再建であ り地区内以 外は存在
せず、移転団 地は元地に は 住 宅 は 存 在 し な い た め デ ー タ な し と な る 。 

 沿岸部のみについて来歴詳細を分類した表

5 でみると、現地再建 98 世帯のうち 75 世帯

は津波被災も元通り土地が残った現地再建者

で、23 世帯は地区内にもともと居住していた

が元の住宅所有者から家族・兄弟等が相続し

た世帯となっている。ちなみにヴィレッジ・

プラン協議への参加は現地再建世帯中の 62

世帯（63%）となっている (6)。事後移入 62 世

帯は、市内区外、市外または州外から新しく

住居を相続、賃貸、購入などして移入してき

た世帯となっている。 

表 5 ヒアリング調査回答住民の来歴 (沿岸部）  

津波時の
住所  
(2004 年 ) 

現地再建  
現地再建  
（相続）  

事後移入  
 

合計  協議
参加  

不参
加  

協議
参加  

不参
加  

相続  賃貸  購入  結婚  

地区内  50 25 12 11 
   

 98 

市内区外  
    

6 16 3 0 25 

市外州内  
    

4 17 0 1 22 

州外  
    

3 8 2 2 15 

合計  50 25 12 11 13 41 5 3 160 

注：斜線セル はデータな し。  
 移転団地のみについて住居入手方法を分類

した表 6 でみると、移転団地の計 60 世帯のう

ち 49 世帯（82％）が元の居住地が津波被災に

より土地が水没してしまった世帯か借家人と

なっている。残りは、相続、婚姻、賃貸、購

入のいずれかで事後移転してきた世帯である。

つまり、移転団地の開設当初は、土地消失し

た地権者か借家人にしか入居権利が与えられ

なかったことを示している。ヒアリング結果

では、パンテリエックは 2005 年 12 月、ヌフ

ンは 2006年 6月に入居した世帯が最も早い入

居となっている (7)。 
表 6 移転団地の住居入手方法  

移転団地  
移転  事後移転  

合計  
土地消失  借家人  合計  相続  結婚  賃貸  購入  合計  

パンテリエッ ク  8 17 25 1 0 4 0 5 30 

ヌフン  2 22 24 1 1 3 1 6 30 

合計  10 39 49 2 1 7 1 11 60 

 表 7 移転団地の入居時期  

地区  
2005 
下期  

2006 
上期  

2006 
下期  

2007 
上期  

2007 
下期  

2008 
上期  

2008 
下期  

2009 2010 合計  

パンテ
リエッ
ク  

移転（借家人 ）  1 10  3 1  1 1  17 

移転（土 地消失） 2 3 2 1      8 

事後移転（相続）       1   1 

事後移転（賃貸）  1    2  1  4 

地区合計  3 14 2 4 1 2 2 2 
 

30 

ヌフン  

移転（借家人 ）   2 3 6 5 3 2 1  22 

移転（土 地消失）    1 1     2 

事後移転（相続）  1        1 

事後移転（結婚）   1       1 

事後移転（賃貸）  1  1  1    3 

事後移転（購入）         1 1 

地区合計  
 

4 4 8 6 4 2 1 1 30 

合計  3 18 6 12 7 6 4 3 1 60 

3.2 ヒアリング調査回答住民の属性 

(1) 年齢・性別・学歴・収入 

年齢については、沿岸部の現地再建者（平

均 41.6）と事後移入者（同 36.2）との間に統

計的に有意な差が認められた (8)。事後移入者

は、20 代、30 代の若い世帯が多いことがわか

る。また、61 歳以上の高齢者の割合は、現地

再建者では合計 13 世帯（ 11%）に対して、移

転団地全体で 2 世帯（ 3%）と少ないことがわ

かった。 

学歴を見ると、多い方から順に高校（53%）、

中学（ 20%）、小学（15%）、短大卒以上（ 11%）

となっている。また、地域ごとの平均学歴を、

学歴なし 0、小学校 1、中学校 2、高校 3、短

大以上 4 として数字で表したとき、最も高い

のはパンテリエック地区の事後移転者世帯
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（ 3.2）であり、最も低いのは沿岸部の現地再

建者で住民協議に参加しなかった世帯（ 2.3）

となっている。収入については、中心値で算

出した地区ごと平均値ではいずれの地区でも

事後移入者または事後移転者の方が収入は高

くなっている。 
表 8 ヒアリング調査回答住民の年齢  

年齢  

沿岸部  パンテリエッ ク  ヌフン  

全体  現地再建  
事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  協議  
参加  

参加
なし  

21-30 11 8 25 44 0 2 2 2 1 3 49 

31-40 21 16 18 55 7 1 8 5 2 7 70 

41-50 17 1 11 29 14 1 15 13 2 15 59 

51-60 7 6 6 19 3 1 4 4 0 4 27 

61- 6 5 2 13 1 0 1 0 1 1 15 

合計  62 36 62 160 25 5 30 24 6 30 220 

平均年齢  41.9 41.0 36.2 39.5 44.6 38.0 43.5 43.8 41.8 43.4 40.6 

表 9 ヒアリング調査回答住民の性別  

年齢  

沿岸部  パンテリエッ ク  ヌフン  

全体  現地再建  
事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  協議  
参加  

参加
なし  

男性  52 31 42 125 17 3 20 19 5 24 169 

女性  10 5 20 35 8 2 10 5 1 6 51 

合計  62 36 62 160 25 5 30 24 6 30 220 

女性割合  16% 14% 32% 22% 32% 40% 33% 21% 17% 20% 23% 

表 10 ヒアリング調査回答住民の学歴 

学歴  

沿岸部  パンテリエッ ク  ヌフン  

全体  現地再建  
事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  協議  
参加  

参加
なし  

なし  1 1 0 2 0 0 0 0 0 0 2 

小学校  4 9 9 22 7 0 7 3 0 3 32 

中学校  16 6 15 37 2 0 2 5 1 6 45 

高校  32 19 30 81 14 4 18 12 5 17 116 

短大以上  9 1 8 18 2 1 3 4 0 4 25 

合計  62 36 62 160 25 5 30 24 6 30 220 

平均学歴  2.7 2.3 2.6 2.6 2.4 3.2 2.6 2.7 2.8 2.7 2.6 

表 11 ヒアリング調査回答住民の収入 

収入  
(中心値 ) 

沿岸部  パンテリエッ ク  ヌフン  

全体  現地再建  
事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  協議  
参加  

参加
なし  

0.25 0 2 7 9 1 1 2 3 0 3 14 

0.75 15 9 12 36 5 0 5 4 2 6 47 

1.25 33 11 21 65 7 2 9 7 2 9 83 

1.75 8 6 7 21 6 0 6 6 1 7 34 

2.5 1 6 9 16 4 1 5 2 0 2 23 

3.5 3 2 4 9 2 1 3 1 0 1 13 

4.5 2 0 0 2 0 0 0 1 1 2 4 

5.5 0 0 2 2 0 0 0 0 0 0 2 

合計  62 36 62 160 25 5 30 24 6 30 220 

平均月収  
(百万 RP) 

1.43 1.49 1.56 1.49 1.61 1.75 1.63 1.50 1.71 1.54 1.52 

注：収入は表 3 のとお り月収 50 万 RP 以下から 500 万 RP 以上まで、
50 万または 100 万刻み で設定し た 金額範囲のい ずれに該当 するかを
回答してもら ったため、集計上の 分 類をそれぞれ の金額範囲 の中心値
としている。 平均月収は 回 答 世 帯 収 入 を 中 心 値 と し て 計 算 し て い る 。 

(2) 職業 

沿岸部に関しては、現地再建者 98 世帯のう

ち自営漁業に従事していたのは 30 世帯（ 31%）

で、自営業（ 38%）や公務員・会社員（ 20%）

も多くなっている。事後移入者については、

自営漁業（ 13%）、自営業（ 45%）、公務員・会

社員（ 19%）及び学生・無職（ 11%）となって

おり、他地区からの事後移入により自営業及

び学生・無職の比率が増えていることがわか

る。なお、ここでいう自営業とはベチャ（自

転車タクシー）、ワルン（食べ物屋台）、商店

主や自営業（インドネシア語で wiraswasta

（起業家）。以下「自由自営業」という）とし

た世帯で、いわゆるインフォーマルセクター

従事者である。特に自由自営業は業態固定で

なく流動的な生業形態を表している。 
表 12 ヒアリング調査回答住民の職業  

職業  
  

沿岸部  移転団地  

全体  
合計  

現地再建  
事後  
移入  

合計  

パンテリエッ ク  ヌフン  

合計  協議  
参加  

参加  
なし  

移転  
事後  
移転  

合計  移転  
事後
移転  

合計  

自営漁業  12 18 8 38 0 0 0 0 0 0 0 38 

被 雇 用 漁
業  

1 2 4 7 3 0 3 2 1 3 6 13 

自営業  13 24 28 65 15 1 16 12 2 14 30 95 

  ベチャ  2 5 3 10 5 0 5 3 0 3 8 18 

  ワルン  3 3 2 8 2 0 2 1 0 1 3 11 

  商店主  0 8 12 20 6 0 6 2 0 2 8 28 

  
自由  
自営業  

8 8 11 27 2 1 3 6 2 8 11 38 

公 務 員 ・
会社員  

14 6 12 32 3 2 5 4 2 6 11 43 

 公務員  8 6 7 21 2 1 3 1 0 1 4 25 

 会社員  6 0 5 11 1 1 2 3 2 5 7 18 

建 設 作 業
員  

2 2 3 7 1 0 1 3 1 4 5 12 

農業  0 0 0 0 1 0 1 0 0 0 1 1 

学 生 ・ 無
職  

2 2 7 11 2 2 4 3 0 3 7 18 

合計  36 62 62 160 25 5 30 24 6 30 60 220 

両移転団地については、移転・事後移転を

合計して自営業（50%）、公務員・会社員（18%）

及び学生・無職（ 12%）となっており、沿岸部

に比べて自営業の比率が高い。 

3.3 居住満足度に関する調査結果 

 表 13 は、現在の居住地区ごとに定住意思

（ 0-2 の 3 段階）とともに、住宅満足度、利

便性・立地、災害リスク及び隣人・コミュニ

ティに関する満足度（0-4 の 5 段階）でヒア

リングした結果をまとめたものである。 
表 13 居住満足度に関するヒアリング結果  

 
サン
プル
数  

定住意思
(0-2) 

住宅  
満足度  
(0-4) 

利便性  
・立地
(0-4) 

災害  
リスク  
(0-4) 

隣人・コミ
ュニティ
(0-4) 

沿岸部  
全体  

160 1.41 2.71 2.81 1.99 3.19 

 現地再建  98 1.49 2.69 2.93 2.07 3.31 

  
協議  
参加  

62 1.45 2.74 2.81 2.03 3.23 

  
参加  
なし  

36 1.56 2.61 3.14 2.14 3.44 

 事後移入  62 1.29 2.73 2.61 1.87 3.02 

移転団地  
全体  

60 1.03 2.38 2.52 3.07 3.38 

 
パ ン テ リ
エック  

30 0.73 2.40 3.27 3.20 3.57 

 
 
移転  25 0.68 2.40 3.44 3.32 3.64 

 
 
事後  
移転  

5 1.00 2.40 2.40 2.60 3.20 

 ヌフン  30 1.33 2.37 1.77 2.93 3.20 

 
 
移転  24 1.25 2.46 1.75 2.96 3.29 

 
 
事後  
移転  

6 1.67 2.00 1.83 2.83 2.83 

合計／  
全体平均  

220 1.31 2.62 2.73 2.29 3.25 

注：下 線・イタリッ クは、統計 的に 有意なレベル ( 8 )で他の世帯 より高
い数値を、網 掛けは、統計的に 有意 なレベル ( 8 )で他の世帯より 低い数
値をそれぞれ 示す。  
(1) 定住意思 

 定住意思は、最も高いのが沿岸部の現地再

建者であり、最も低いのがパンテリエック地

区住民であった。移転団地全体は沿岸部全体

に比べて定住意思が低いことがわかる。ヌフ
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ン地区のみでみたときには定住意思はほぼ全

体平均と同等だが、沿岸部よりは低かった。 

 この結果から移転団地は災害安全性が高い

にもかかわらず沿岸部よりも定住意思が低く、

津波の長周期性にも関わらず中長期的に定住

化は進まないことが予想される。 

(2) 住宅満足度 

 移転団地全体は沿岸部全体に比べて住居満

足度が低い。しかし、他の指標に比べて顕著

な差は見られなかった。  

(3) 利便性・立地の満足度 

 市の中心部に近接するパンテエリック地区

は最も高い利便性・立地に関する満足度を示

し、郊外に位置するヌフン地区は最低となっ

ている。また、沿岸部は、市の中心部から遠

くないことから満足度が高かった。 

(4) 災害リスクに関する満足度 

 移転団地２地区の方が沿岸部に比べて災害

リスクに関する満足度が高い、つまり安全と

感じている。他方、沿岸部住民は満足度が低

く、防災安全性が低いと感じながら生活して

いる。 

(5) 周辺コミュニティに対する満足度 

 パンテリエック地区の方が沿岸部及びヌフ

ン地区のいずれよりも満足度が高い。 

(6) 定住意思と居住満足度との相関 

 最も定住意思の低かったパンテリエック地

区だが、利便性・立地、災害リスク及び隣人・

コミュニティの３点でいずれも回答者は他地

区に比べて高い満足度を示していた。他方、

最も定住意思の高かった沿岸部の現地再建者

については、住宅満足度及び利便性・立地は

高かったものの、災害リスク及び隣人・コミ

ュニティについては、相対的に低い満足度し

か得られていなかった。  

 今回ヒアリング調査では、住民の定住意思

は、住宅、利便性・立地、災害リスク及び隣

人・コミュニティの満足度に相関して上昇す

るものではないという結果が出た。 

3.4 定住意思と属性の関係性の検証 

 では、なぜ移転団地の定住意思が低いのか、

どのような因子が定住意思に影響を与えうる

のか、属性との関係で掘り下げて検証する。 

(1) 年齢・学歴・収入と定住意思の関係 

 年齢については、表 14 のとおり 61 歳以上

の回答者は特に高い定住意思をもつ。しかも、

同年齢層は地区による違いがほとんど見られ

ず高い定住意思をもつ。なお、表 15 のとおり

61 歳以上の世帯には職業的に特段の偏りは

見られなかった。 
表 14 年齢による定住意思 

年齢  全体  
沿岸部  移転団地  

現地  
再建  

事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  

21-30 1.43 49 1.58 19 1.20 25 1.36 44 2.00 2 2.00 3 2.00 5 

31-40 1.26 70 1.49 37 1.28 18 1.42 55 0.67 12 0.67 3 0.67 15 

41-50 1.17 59 1.22 18 1.45 11 1.31 29 1.00 27 1.33 3 1.03 30 

51-60 1.26 27 1.54 13 1.17 6 1.42 19 0.86 7 1.00 1 0.88 8 

61- 1.80 15 1.73 11 2.00 2 1.77 13 2.00 1 2.00 1 2.00 2 

合計  1.31 220 1.49 98 1.29 62 1.41 160 0.96 49 1.36 11 1.03 60 

注 1：表中の左側数 字は定住 意思、 右側数字は世 帯数。  
注 2：下線・イタリ ックは、 統計的 に有意なレベ ル ( 8 )で同じ分類（縦
列）の他の年齢層 より高い 数値を、網掛けは、統計的 に有意な レベル
( 8 )で同じ分類（縦列）の他 の年齢層 より低い数値 をそれぞれ 示す。  

表 15 職業と年齢の関係 
職業  

年齢  
平均年齢  

21-30 31-40 41-50 51-60 61- 
自営漁業  38 7 15 5 7 4 42.37 
被雇用漁業  13 3 5 4 0 1 38.08 
自営業  95 20 35 24 12 4 39.73 
 ベチャ  18 2 9 6 1 0 39.33 
 ワルン  11 1 2 4 3 1 47.00 
 商店主  28 6 9 7 4 2 40.36 
 自由自営業  38 11 15 7 4 1 37.34 
公務員・会社員  43 9 14 15 5 0 39.72 
 公務員  25 4 8 9 4 0 41.12 
 被雇用  18 5 6 6 1 0 37.78 
建設作業員  12 3 1 7 0 1 40.75 
農業  1 0 0 1 0 0 49.00 
学生・無職  18 7 0 3 3 5 44.56 

世帯数  220 49 70 59 27 15 40.58 

 学歴については、表 16 のとおり、沿岸部、

移転団地ごとに見たとき、沿岸部事後移入世

帯を除き、有意な差は見られなかった。収入

についても、表 17 のとおり、一部の収入帯を

除き定住意思に関して有意な収入による差は

認められず、全体として特段の傾向は確認で

きなかった。  

表 16 学歴による定住意思 

学歴  全体  
沿岸部  移転団地  

現地  
再建  

事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  

なし  2.00 2 2.00 2 -  2.00 2 -  -  -  

小学校  1.31 32 1.77 13 1.44 9 1.64 22 0.60 10 -  0.60 10 

中学校  1.56 45 1.45 22 1.73 15 1.57 37 1.43 7 2.00 1 1.50 8 

高校  1.26 116 1.43 51 1.17 30 1.33 81 0.96 26 1.44 9 1.09 35 

短大以上  1.04 25 1.40 10 0.75 8 1.11 18 1.00 6 0.00 1 0.86 7 

合計  1.31 220 1.49 98 1.29 62 1.41 160 0.96 49 1.36 11 1.03 60 

注 1：表中の左側数 字は定住 意思、 右側数字は世 帯数。  
注 2：下線・イタリ ックは、 統計的 に有意なレベ ル ( 8 )で同じ分類（縦
列）の他の学歴 より高い数 値を、網 掛けは、統計的 に有意なレ ベル ( 8 )

で同じ分類（ 縦列）の他 の学歴よ り 低い数値をそ れぞれ示す 。  
注 3： -(ハイフン )は該当世帯 なし。  

表 17 収入による定住意思 

収入  
(中 心 値 ) 

全体  
沿岸部  移転団地  

現地  
再建  

事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  

0.25 1.50 14 2.00 2 1.43 7 1.56 9 1.50 4 1.00 1 1.40 5 

0.75 1.49 47 1.54 24 1.75 12 1.61 36 0.89 9 2.00 2 1.09 11 

1.25 1.37 83 1.50 44 1.33 21 1.45 65 0.86 14 2.00 4 1.11 18 

1.75 1.15 34 1.36 14 1.00 7 1.24 21 1.08 12 0.00 1 1.00 13 

2.50 0.78 23 1.14 7 0.67 9 0.88 16 0.67 6 0.00 1 0.57 7 

3.50 1.23 13 1.60 5 1.50 4 1.56 9 0.67 3 0.00 1 0.50 4 

4.50 2.00 4 2.00 2 -  2.00 2 2.00 1 2.00 1 2.00 2 

5.50 1.00 2 -  1.00 2 1.00 2 -  -  -  

合計  1.31 220 1.49 98 1.29 62 1.41 160 0.96 49 1.36 11 1.03 60 

注 1：表中の左側数 字は定住 意思、 右側数字は世 帯数。  
注 2：下線・イタリ ックは、 統計的 に有意なレベ ル ( 8 )で同じ分類（縦
列）の他の収入 より高い数 値を、網 掛けは、統計的 に有意なレ ベル ( 8 )

で同じ分類（ 縦列）の他 の収入よ り 低い数値をそ れぞれ示す 。  
注 3： -(ハイフン )は該当世帯 なし。  
注 4:収入の単位は 百万 RP。  

(2) 職業と定住意思の関係 

 表 18 によると、全体の傾向として他の職業

に比べ、「自営漁業」は定住意思が高く、自営

業の「ワルン」及び「公務員」は定住意思が
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低い。また、同じ職業における沿岸部世帯と

移転団地世帯の定住意思の比較では、多くの

職業で移転団地世帯の定住意思が低くなって

いるが、「被雇用漁業」については移転団地世

帯の定住意思が高い。元は沿岸小規模の「自

営漁業」の世帯でも、大型漁船による遠洋操

業などより商業的な「被雇用漁業」への職業

転換が可能であれば、移転団地に定住できる

可能性を示していると考えられる。 
表 18 職業による定住意思  

職業  
平均  
月収  

定住意思  

全体  
沿岸部  移転団地  

現地  
再建  

事後  
移入  

合計  移転  
事後  
移転  

合計  

自営漁業  1.29 1.76 38 1.80 30 1.63 8 1.76 38 - 0 -  -  

被雇用漁
業  

1.42 1.38 13 1.33 3 1.00 4 1.14 7 1.60 5 2.00 1 1.67 6 

自営業  1.38 1.22 95 1.38 37 1.36 28 1.37 65 0.78 27 2.00 3 0.90 30 

 ベチャ  1.18 1.44 18 1.71 7 1.33 3 1.60 10 1.25 8 - 0 1.25 8 

 ワルン  1.18 0.82 11 0.50 6 2.00 2 0.88 8 0.67 3 - 0 0.67 3 

 商店主  1.50 1.14 28 1.75 8 1.17 12 1.40 20 0.50 8 - 0 0.50 8 

 
自由  
自営業  

1.44 1.29 38 1.38 16 1.45 11 1.41 27 0.63 8 2.00 3 1.00 11 

公務員・
会社員  

2.33 1.09 43 1.40 20 1.08 12 1.28 32 0.57 7 0.50 4 0.55 11 

 公務員  2.55 0.92 25 1.29 14 0.71 7 1.10 21 0.00 3 0.00 1 0.00 4 

 会社員  2.03 1.33 18 1.67 6 1.60 5 1.64 11 1.00 4 0.67 3 0.86 7 

建設作業
員  

1.33 1.08 12 1.25 4 0.67 3 1.00 7 1.00 4 2.00 1 1.20 5 

農業  1.25 2.00 1 - 0 - 0 - 0 2.00 1 - 0 2.00 1 

学生・無
職  

1.00 1.39 18 1.00 4 1.43 7 1.27 11 1.60 5 1.50 2 1.57 7 

全体平均  1.52 1.31 220 1.49 98 1.29 62 1.41 160 0.96 49 1.36 11 1.03 60 

注 1：表中の左側数 字は定住 意思、 右側数字は世 帯数  
注 2：下線・イタリ ックは、 統計的 に有意なレベ ル ( 8 )で同じ分類（縦
列）の他の職業 より高い数 値を、網 掛けは、統計的 に有意なレ ベル ( 8 )

で同じ分類（ 縦列）の他 の職業よ り 低い数値を示 す。  
注 3： -(ハイフン )は該当世帯 なし。  
注 4:平均月収の単 位は百万 RP。  

 表 19 で移転団地だけをみると、定住意思の

平均値は、パンテリエックの 0.73 に対してヌ

フンは 1.33 とかなり低くなっている。  

表 19 職業による定住意思（移転団地のみ） 

 

パンテリエッ ク  ヌフン  
合計  

移転  
事後  
移転  

全体  移転  
事後  
移転  

全体  

被雇用  
漁業  

1.33 
(2.00) 

3 -  
1.33 
(2.00) 

3 
2.00 
(1.38) 

2 
2.00 
(0.75) 

1 
2.00 
(1.17) 

3 
1.67 
(1.58) 

6 

自営業  
0.60 
(1.43) 

15 
2.00 
(1.25) 

1 
0.69 
(1.42) 

16 
1.00 
(1.52) 

12 
2.00 
(1.00) 

2 
1.14 
(1.45) 

14 
0.90 
(1.43) 

30 

 ベチャ  
0.80 
(1.30) 

5 -  
0.80 
(1.30) 

5 
2.00 
(1.42) 

3 -  
2.00 
(1.42) 

3 
1.25 
(1.34) 

8 

 ワルン  
1.00 
(1.25) 

2 -  
1.00 
(1.25) 

2 
0.00 
(0.75) 

1 -  
0.00 
(0.75) 

1 
0.67 
(1.08) 

3 

 商店主  
0.00 
(1.58) 

6 -  
0.00 
(1.58) 

6 
2.00 
(1.75) 

2 -  
2.00 
(1.75) 

2 
0.50 
(1.63) 

8 

 
自由  
自営業  

1.50 
(1.50) 

2 
2.00 
(1.25) 

1 
1.67 
(1.42) 

3 
0.33 
(1.63) 

6 
2.00 
(1.00) 

2 
0.75 
(1.47) 

8 
1.00 
(1.45) 

11 

公務員・
会社員  

0.00 
(1.83) 

3 
0.00 
(3.00) 

2 
0.00 
(2.30) 

5 
1.00 
(2.38) 

4 
1.00 
(3.13) 

2 
1.00 
(2.63) 

6 
0.55 
(2.48) 

11 

 公務員  
0.00 
(2.13) 

2 
0.00 
(3.50) 

1 
0.00 
(2.58) 

3 
0.00 
(2.50) 

1 -  
0.00 
(2.50) 

1 
0.00 
(2.56) 

4 

 会社員  
0.00 
(1.25) 

1 
0.00 
(2.50) 

1 
0.00 
(1.88) 

2 
1.33 
(2.33) 

3 
1.00 
(3.13) 

2 
1.20 
(2.65) 

5 
0.86 
(2.43) 

7 

建設  
作業員  

0.00 
(1.75) 

1 -  
0.00 
(1.75) 

1 
1.33 
(1.08) 

3 
2.00 
(1.25) 

1 
1.50 
(1.13) 

4 
1.20 
(1.25) 

5 

農業  
2.00 
(1.25) 

1 -  
2.00 
(1.25) 

1 -  -  -  
2.00 
(1.25) 

1 

学生・  
無職  

1.00 
(2.13) 

2 
1.50 
(0.75) 

2 
1.25 
(1.44) 

4 
2.00 
(0.75) 

3 -  
2.00 
(0.75) 

3 
1.57 
(1.14) 

7 

合計  
0.68 
(1.61) 

25 
1.00 
(1.75) 

5 
0.73 
(1.63) 

30 
1.25 
(1.50) 

24 
1.67 
(1.71) 

6 
1.33 
(1.20) 

30 
1.03 
(1.42) 

60 

注 1：表中の左側数 字は定住 意思、 右側数字は世 帯数。  
注 2：左側数字の下 段カッコ 内は平 均月収（百万 RP）。  
注 3：網掛けは地区 分類（縦 列）ご との平均値よ りも低い世 帯。  
注 4： -(ハイフン )は該当世帯 なし。  

 両者の共通点としては「公務員」の定住意

思が他の職業に比べて低いことである。相違

点としては、「自営業」の中でも定住意思が低

い業種は両地区で異なる点が特筆される。具

体的には、利便性・立地の良いパンテリエッ

クでは、業態として固定的な「商店主」の定

住意思が低く業態の流動性が高い「自由自営

業」の定住意思が高くなっている。一方、利

便性・立地の悪いヌフンでは、「自由自営業」

の定住意思が低く業態として固定的な「ベチ

ャ」や「商店主」の定住意思が高くなってい

る。なお、すでに見たように収入と定住意思

の相関関係は低く、例えばパンテリエックの

「自由自営業」は、高い利便性・立地の恩恵

を受けた結果収入が高くなり、定住意思が高

くなっているわけではない点には留意が必要

である。 

(3) 定住意思と属性の関係まとめ (9) 

 より安全な移転団地への定住化は進まない

原因として、災害安全性の低い沿岸部では「自

営漁業」及び「 61 歳以上の高齢者」が定住意

思を高め、逆に災害安全性の高い移転団地で

は「公務員」及び「自営業」が定住意思を低

下させていることがわかった。また、移転団

地の「自営業」の業種による定住意思は、利

便性・立地による影響を受けやすく、利便性

の高い地区では業態として固定的な「商店主」

の定住意思が低い反面、業態の流動性が高い

「自由自営業」の定住意思が高い。 

 以上により第 3.3 及び 3.4 節での定住意思

に関する検証結果は下表のとおり要約できる。 
表 20 定住意思の影響要因 

要因種別  項目  定住意思  
年齢  61 歳以上の高齢者  高い  

職業  

公務員  低い  
自営漁業  高い  
被雇用漁業  移転団地で高 い  
固定的な自営 業  
（商店主など ）  

高い（利便性 ・立地の悪 い移転団 地 ） 
低い（利便性 ・立地の良 い移転団 地 ） 

流動的な自営 業  
（自由自営業 ）  

高い（利便性 ・立地の良 い移転団 地 ） 
低い（利便性 ・立地の悪 い移転団 地 ） 

居住満足
度  

住宅  
利便性・立地  
災害リスク（ 安全性） 
隣人・コミュ ニティ  

定住意思との 相関が低い  

 

４  結論 

4.1 社会・経済的な視点での BBB 評価 

 スピード重視の復興は、人口回復、経済発

展の面で寄与した。長年にわたる内戦の混乱

からの脱却も含めて、迅速な経済及び社会的

安定の回復という面での効果は認められた。

仮に時間をかけて復興を進めていたとすれば、

インドネシアの高度経済成長の波からアチェ

が取り残されることになり、社会経済的な不

和をさらに巻き起こし独立運動のさらなる高

まりを引き起こしていた可能性もある。 

 また、震災以前からの住民自治機能は、ヴ

ィレッジ・プラン策定等の集落単位での住宅
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再建プロセスも経て、制度基盤が強化されて

おり、社会・経済的な脆弱性の低減の面で有

効であったと考えられる。 

4.2 物理的な視点での BBB 評価 

 先行研究等でも指摘されてきたが、移転団

地の開設当初は、土地消失した地権者か借家

人にしか入居権利が与えられなかった。土地

が残った多くの地権者は、原則として沿岸部

に現地再建され、復興政策上、物理的な脆弱

性を克服できなかった。調査対象の現地再建

地区ではコミュニティ・ビルも建設されたが 

多くの住民が防災安全性は低いと感じながら

生活している。 

 移転団地は災害安全性が高いにもかかわら

ず沿岸部よりも定住意思が低く、津波の長周

期性にも関わらず中長期的に定住化は進まな

いことが予想される。結論として、アチェ復

興は物理的な災害脆弱性の再現を防ぐという

観点では BBB とはいえない。 

4.3 物理的な災害脆弱性の低減可能性 

 本稿による検証結果に基づけば、物理的な

災害脆弱性の低減のためには下表の方策が考

えられる。  

表 21 物理的な災害脆弱性の低減策 
沿岸部の
定住抑制  

① 61 歳以上高齢者」を移転団地に入居優先  
②「自営漁業」から「被雇用漁業」への転換
が可能な世帯について沿岸部から移転団地に
入居優先  

移転団地
の定住促
進  

③定住意思の低い「公務員」の移転団地への
優先入居を回避  
④流動的なインフォーマルセクター従事者
「自由自営業」を利便性の高い移転団地に入
居促進  

注 ：「 商 店 主 」 な ど の 固 定 的 な 自 営業 に つ い て 、 利 便 性 の 悪 い 移 転 団
地への入居促 進も考えら れるが、生 業としての成 立可否が周 辺顧客の
存 在 有 無 等 に 左 右 さ れ 普 遍 的 な 適 用 は 難 し い と 考 え ら れ る た め 低 減
策には含めて いない。  

 

５  おわりに 

 特に開発途上国は、社会経済的・政治的な

安定性を必ずしも確保できておらず、高度成

長の中で復興遅延が大きな機会損失にもなり

えるため、アチェの事例が示しているように、

スピード重視の復興が優先され、物理的な脆

弱性の側面での BBB 実現が不十分に終わるこ

とが多い。 

 とはいえ、復興政策上の最大限の努力をも

って物理的な脆弱性低減の方策は取るべきで

あり、さらに、移転団地における定住促進策

を適切に講じることでその効果を最大化する

ことが必要と考えられる。 

 なお、本稿で見出した定住意思に影響を与

える高齢者や職業がインドネシア国やアチェ

に限定したものなのか、日本国内を含めた普

遍性を有するものなのかは更なる検証が求め

られる。また、高齢者や職業的に偏ったコミ

ュニティを移転団地に形成することによる負

の影響やその緩和策の可能性についても検証

が必要である。 
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補注  

(1) UNISDR(2016)は、「物理的、社会的、経済的

及び環境の要因及びプロセスにより決定される条

件で、コミュニティのハザードへの影響を受けや

すさを増加させるもの」と定義している 2)。  

(2) ムラクサ郡 4 村落は、インドネシア政府が沿

岸部再建のモデル村落としたエリアであり、日本

支援による 3 つのコミュニティ・ビルが一次避難

施設として設置された。「アチェ州ウレレ地区コミ

ュニティ復興現況調査」は、当該ムラクサ郡 4 村

落の住民たちの復興状況を確認するために JICA

が実施したものであり、比較対象として、市内被

災者の代表的な移転先となった団地であり、市内

内陸部（パンテリエック地区）と市外高台（ヌフ

ン地区）という対照的な地区も調査している。  

(3) 「アチェ州ウレレ地区コミュニティ復興現況

調査」が、ムラクサ郡 4 村落を特に詳しく調べよ

うとしたことから、サンプル数は比較対象である

移転団地の方が少なくなっている。なお、沿岸部

は信頼率 90％で誤差限界 6％（母集団比率 50％）、

パンテリエック地区及びヌフン地区は信頼率

90％で誤差限界 15％（母集団比率 50％）となり、

移転団地は沿岸部よりも誤差が大きくなっている。 

(4) 2011 年の調査時点では当該 3 か所に加えて、

隣接するウレレ地区にシャクアラ大学津波被害減

災研究センターが同様の機能を有していた以外は

コミュニティ・ビルは設置されていない。  

(5) 松丸らによれば、津波は沿岸から内陸 2 キロ

まで到達している 5)。  

(6) 沿岸部 1058 世帯を母集団とすると、 160 世

帯の 63％という結果は信頼率 95％で誤差限界 7％

となる。これは、アルデアトゥンゴ地区だけを母
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集団とする場合もほぼ変わらない（誤差限界 6％）。

ただし、実際の協議参加率の推定には、すでに地

区外転出した世帯も含めることが必要であるが本

稿調査では取得していない。  

(7) ハイルルフダら（ 2014）が、パンテリエック

は 2005 年 8 月から、ヌフンは 2007 年 9 月から入

居が始まったとしているのとは異なる結果が出た。

なお、土地流出者については 2005 年 12 月までに

対象とされたが、借家人については正式には 2007

年 2 月まで認められなかったことから、いずれの

移転団地も制度化に先んじて借家人の支援が行わ

れていたと考えられる。  

(8) 「 t-検定 : 等分散を仮定した２標本による検

定」を用いて t 値が 95%確率で片側（または両側）

の境界値以上となったものを有意と判定した。た

だし、サンプルサイズは限られており、母集団を

推計する上では誤差が想定される。  

(9) 牧らはインフォーマル従事者の定住意思が

低いとした 6)。また、樋脇らは、特に職業（満足

度及び収入）が移転団地への定住意思に影響する

としたが、どのような職業が定住意思に影響を与

えるかまでは論じていない 7)。本稿での結果はこ

れら論考と外れるものではないが、さらにどのよ

うな業種が影響を与えうるのかを掘り下げること

ができた点に意義がある。  
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